
第73回公開研究会
２０２１年６月１８日

日本私立大学協会附置私学高等教育研究所

主幹 西井泰彦

ガバナンスに関する有識者会議の報告を受けた

私立大学経営への影響と課題



(1) 現在の学校
法人の体制

注1 有識者会議(第1回) 資料４ 18頁
注2 平成16年私学法改正では、理事会は「最終的な意思決定機関」と位置づけられた。「最高意思決定機関」ではない。
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(2) 学校法人のガバナンス構造の変化



（ 令和3年3月19日文科省有識者会議 の「取りまとめ」の概要から ）

(3)
評議員会の
監督機能の
強化等



(4) 評議員会の役割 ➩ 理事会の諮問に応ずる機関から
理事会を監督する機関への転換

（ 令和3年3月19日文科省有識者会議 の「取りまとめ」の概要から ）



(5) 選任・解任の立場の逆転

理事会(理事長)が、評議員と監事を選解任するのでなく、

評議員会が、理事と監事を選解任することになる。

（ 令和3年3月19日文科省有識者会議 の「取りまとめ」の概要から ）



評議員会を構成する評議員については、寄附行為の定めるところにより、当
該学校法人の職員や卒業生等が選任されているが、設置する学校を取り巻く
多様なステークホルダーの意見を著しい偏りなく反映することを目指してその
構成を見直していくべきである。

各役員・各評議員の親族・特殊関係者については、評議員への就任を禁止す
ることとすべきである。

特殊関係者については、親族関係以外に事実上の婚姻関係や雇用関係等に
着目するほか、特定の団体・法人の関係者が多数を占めないようにすることに
より、法人としての公益性の担保に資するものである。

評議員会の構成については、評議員に占める学内関係者の割合に一定の上
限を課し、当該上限を段階的に引き下げていくべきである。

●親族・特殊関係
者の排除

●評議員構成
の見直し

●学内関係者の
割合の上限と
引下げ

（ 令和3年3月19日文科省有識者会議 の「取りまとめ」 9～10頁 ）

公益財団法人・社会福祉法人ともに、評議員は、当該法人の役員・職員を兼ね
ることができない（注41）。

(6) 評議員の構成の見直し



今後、評議員会のチェック・監督機能をさらに強化していくことを見据え、自己監視
の懸念を持たれないよう、人材確保の実態を見極めつつ、評議員の定数下限（注；
理事定数の２倍以上）の緩和の検討と併せて、理事による評議員の兼務の禁止に
取り組んでいくべきである。

それまでの間も、評議員の学内関係者の上限割合を引き下げる中で理事兼務者
の削減を図るとともに、評議員会が監視機能を発揮する局面においては、理事兼
務者である評議員が議決に加わらないように求めていくべきである。

理事の選任・解任や決算・事業実績の承認等については、法人の理事・職員の兼
務者である評議員が議決に加わらない扱いとしていくことが適当であると考えられ
る。他方、教員の議決権については、学校教育法に基づき校務に関する最終的な
責任を負う学長の監督・統督下において教育研究に従事していることから、使用人
たる一般の法人の職員と異なる取扱いとすることも考えられる(注45)。

●評議員の定数
下限の緩和及び
理事兼務の禁止

●理事兼務者の
削減と議決排除

●理事職員兼務者
の議決排除と
教員の議決参加

（ 令和3年3月19日文科省有識者会議 の「取りまとめ」 10頁 ）



（ 11法人は私高研調査、512法人は私学事業団 Ｈ30アンケートから ）

監事

学内 学外 合計 学内 卒業生 学外 合計
学内の割

合
学内＋卒業生

の割合

A大学 50,947 16 4 20 3 46 90 51.1% 4.5 566
B大学 50,096 24 13 37 2 98 2.6 511
C大学 23,305 15 6 21 3 51 2.4 457
D大学 34,138 8 4 12 3 34 34 20 88 38.6% 77.3% 7.3 388
E大学 39,381 9 4 13 4 39 30 9 78 50.0% 88.5% 6.0 505
F大学 22,443 8 11 19 2 29 13 6 48 60.4% 87.5% 2.5 468
G大学 34,321 14 11 25 3 63 151 41.7% 6.0 227
H大学 117,723 19 16 35 4 60 38 32 130 46.2% 75.4% 3.7 906
I大学 36,152 9 14 23 4 23 62 2.7 583
J大学 17,454 9 4 13 3 26 4 9 39 66.7% 76.9% 3.0 448
K大学 19,528 18 7 25 3 23 42 11 76 30.3% 85.5% 3.0 257
L大学 34,820 12 12 24 4 18 28 10 56 2.3 622
M大学 28,830 18 7 25 4 25 10 17 52 48.1% 67.3% 2.1 554
N大学 42,541 10 5 15 3 15 15 7 37 40.5% 2.5 1,150
O大学 45,811 32 11 43 3 63 102 61.8% 2.4 449

11法人平均 39,833 14.7人 8.6人 23.3人 3.2人 35.7人 23.8人 13.4人 77.2人 48.7% 79.8% 3.5 539

11法人割合平均 63.1% 36.9% 100% 46.2% 30.8% 17.4% 100% (単位：人数)

（教職員） （卒業生） （寄附行為）

512法人平均 － 6.3人 4.7人 11.0人 2.2人 10.2人 6.3人 11.0人 27.5人 37.2% 60.1% 2.5 ー

512法人平均割合 57.2% 42.8% 100% 37.2% 22.9% 39.9% 100%

区分
学生等数
(法人全体)

理事 評議員 評議員

39

学生等数
／

評議員数
44

98
51

88

39

評議員数
／

理事数

(７)   大規模私立大学（11法人）の評議員会の構成



（私学事業団／経営改善アンケート24・26頁）
(8)  法人における意思決定プロセス



（私学事業団／経営改善アンケート 34頁）
(9)  評議員会における諮問事項と議決事項



(10)  評議員会における諮問事項と議決事項（グラフ）



（私学事業団／経営改善アンケート10頁）

〇 一法人当たりの理事数の平均は、
学内者が６割前後、学外者が４割前後
である。大手大学は学内者が多い。

〇 学内理事には、学長、学部長、高校
以下の学校長等の教員が多いが、学
校運営業務に携わっていない専任の
常勤理事及び非常勤の学外理事で構
成さ れている。

〇 学校法人の業務の主体は学校教育
であり、その業務を執行する機関は理
事会ではなく、学校長を中心とする教学
組織である。

〇 理事会は１号理事である学校長が執
行する学校業務をチェックし、監督する
とともに、学校法人の組織人事や財務
を管理し、教育環境の条件整備を図る
役割を果たしている。

学校法人の業務は学校長を主とする教学組織が執行し
ており、理事会はその執行を監督しつつ、教育条件を
整備する役割を果たしている。このため、理事会を業務
執行機関ととらえることは一面的である。

（ 私高研 調査表(7)から ）

(11)  理事数と学内外比率



（私学事業団／経営改善アンケート27頁 ） （ 私高研／調査表(7)から ）

年２回ほどしか開催されない評議員会のチェック機能の発

揮は容易ではない。学内関係者や卒業生が過半を占める評
議員会が重要事項の最終決定権を持ち、役員の選解任権と
監督機能が強化されれば、大学執行部や理事会による抜本
的な変革を伴う改善方策は内外の理解を得られず実施が困
難となり、経営体制の弱体化を招く恐れが少なくない。

〇評議員数の構成は、全体平均は学内
37％、卒業生23％、学外（寄附行為で
定めるもの）40％である。

〇大規模校では学内49％、卒業生33％、
学外18％であり、学内者と卒業生の割
合がそれぞれ高く、学内者に卒業生を
加えた割合は8割以上となる。加えて、
学外者の中には卒業生が含まれている
場合もあり、卒業生割合は更に高くなる。

〇 この点で、学校法人の評議員会は、
外部者で構成される社会福祉法人の
評議員会とは全く性格を異にしている。

〇 大手私立大学の評議員会は、過去、
現在の学内の関係者、しかも教員主体
で構成されている利益集団である。大学
内の学部等の立場と相互の対立意識を
含んだ運営組織であり、閉鎖的で時代
変化への対応が遅れることになる。

(12)  評議員数と学内外比率



〇 私学事業団から毎年公表されている
私立大学等経常費補助金が不交付又は
減額となった事例は右の通りである。
入試選抜、管理運営、会計経理、役員

行為等に関する多様な問題が発生した。
学校法人の役員に係る問題も少なくない
が、大学等における不適正な事例もある。
理事長、学長が辞職する場合も見られる。

〇 これらの事例を、評議員会の理事会へ
の監督権限の強化によって抑止すること
は困難である。問題の発生原因には制度
の在り方と組織の構成だけでなく、組織の
リーダーとメンバーの姿勢も影響している。

〇 特に、法人役員や大学幹部が公正性と
高潔性を自覚するとともに、研修等を通じ
て資質を向上し、その責務を適確に果たす
ことが重要である。経営責任者として倫理
綱領などを設定するとともに、経営体のガ
バナンス・コードを定めて自律的に改善を
進めることが望ましい。

（私学事業団HP／私立大学等経常費補助金の毎年度の交付状況概要から）

(13) 私立大学の不祥事の事例 番号 年 不交付事由 対応

1 H23 管理運営不適切（留学生大量除籍） 学長辞職

2 H23 簿外経理（研究所等３組織の経理を計算書類に未記載）

3 H23 管理運営不適正（元理事長の法人運営への関与など、法人運営が未改善） 元理事長辞職

4 H23 管理運営不適正（元理事長の無断土地購入等） 元理事長辞職

5 H23 虚偽の設置認可申請、管理運営不適正（粉飾決算、理事長の無断貸付） 理事長辞職

6 H23 管理運営不適正（元理事の不正請求等） 理事長辞職

7 H23 虚偽の設置認可申請（粉飾決算等） 理事長辞職

8 H23 虚偽の設置認可申請、管理運営不適正（運動場未整備等、資金流用） 理事長辞職

9 H23 虚偽の設置認可申請（設置財源不足等）

10 H25 管理運営不適正（「不適切な受験」問題への対応など）

11 H25 管理運営不適正（評議員会開催手続きの過誤等）

12 H25 管理運営不適正（管理運営体制の改善への全学的な取組みが不十分）

13 H26 管理運営不適正（理事会と教学関係者の対立等） 学長辞職

14 H26 管理運営不適正（寄付金の不適切な経理等）

15 H26 管理運営不適正（役員の不適切行為等）

16 H27 管理運営不適正（学園長の不適切な経理等） 理事長辞職

17 H27 管理運営不適正（理事長の不適切な経理等） 理事長辞職

18 H27 管理運営不適正（中高の簿外経理等） 理事長辞職

19 H27 管理運営不適正（大学再生計画の進捗の遅れ）

20 H28 管理運営不適正（法人の運営、職員の刑事処分）

21 H29 学校法人の運営管理が適正を欠くもの 理事長辞職

22 H29 虚偽の設置認可申請

23 H29 学校法人の管理運営が適正を欠くもの 理事長ら減給

24 H30 入学者選抜における不適切な事案

25 H30 入学者選抜における不適切な事案

26 H30 入学者選抜における不適切な事案

27 H30 入学者選抜における不適切な事案

28 H30 役員の刑事処分/入学者選抜における不適切な事案 理事長、学長辞職

29 H30 入学者選抜における不適切な事案/学校法人の管理運営が適正を欠くもの

30 H30 学校法人の運営管理が適正を欠くもの

31 H30 入学者選抜における不適切な事案

32 H30 入学者選抜における不適切な事案

33 R01 役員の刑事処分/学校法人の管理運営が適正を欠くもの 理事長辞職

34 R02 入学者選抜における不適切な事案



⇒ 評議員会の監督権限強化が不祥事防止には直接つながらない

〇 理事長の選任と解任は理事会で行うことが基本であり、その解任又は辞任
は客観的な業績評価を踏まえて理事会自身の判断と責任で行うべきである

〇 法人と大学、学長と学部、執行部と反対派、組合等の対立も持ち込まれる

〇 評議員会の現在の開催頻度と審議状況では適確な監督と方向付けが困難

〇 役員と評議員の責務の自覚、ＢDによる資質の向上、共通の改善姿勢が根幹

〇 評議員会は教員と卒業生が大半で、内外の混乱を激化する恐れがある

〇 評議員会の議決機関化に伴い、議決による確執と決定が遅延

〇 学長を含む教学サイドと事務部門の大学構成メンバーの一体的な連携と協働

⇒ 倫理綱領、ガバナンス・コードによる適正な経営管理体制の再点検

(14)  私立大学の不祥事は評議員会の機能強化で防げるか？



(15)  私立学校法の令和元年改正の再確認

（１）役員の職務及び責任の明確化等に関する規定の整備
①学校法人の責務の新設

〇運営基盤の強化 〇教育の質の向上 〇運営の透明性の確保
②役員の責任の明確化
〇善管注意義務 〇法人・第三者への損害賠償責任
〇学校法人から役員等に対する特別の利益供与禁止

③理事・理事会機能の実質化
〇特別の利害関係を有する理事の議決権排除
〇利益相反取引制限の対象拡大
〇監事への報告義務（著しい損害を及ぼすおそれのある事実）

④監事の理事に対する牽制機能の強化
〇理事の業務執行状況の監査
〇理事会の招集請求権・招集権、評議員会の招集権の付与（不正等の場合）
〇理事の法令違反行為等の差止め

⑤評議員会機能の実質化
〇中期的な計画・役員報酬基準への意見

（２）情報公開の充実
（３）中期的な計画等の作成
（４）破綻処理手続きの円滑化

留意点

第一 役員個人だけでなく法人
の責務が法定された

➩ これらの責務が果たされないと法人
全体が法令違反となる。

➩ 組合側は第二の責務が経営側に教学
への介入の口実を与えるとして反対

第二 情報公開がＨＰによる

一般公開に拡大し、説明
責任が求められている

第三 単年度の予決算と事業
計画の報告から中期的
計画の作成と実績評価
による目標管理が導入
された



（学校法人のガバナンスに関する有識者会議 参考資料から）
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